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近年の日本における稲作気象の変化とその水稲収量・外観品質への影響

河津俊作・本間香貴・堀江武・白岩立彦
（京都大学大学院農学研究科）

要旨：近年わが国では夏期の気温が上昇傾向にある．こうした高温化傾向に向けた水稲生産の品種および耕種的な対
応に資するために，1964年から 2003年までに生じた水稲栽培における気象変化を定量化し，それが水稲生産に及ぼ
した影響を解析した．この 40年間で夏期の大気二酸化炭素濃度は 45 ppm上昇し，最高気温は約 0 . 8℃，最低気温は
約 1 . 1℃上昇した．またこの期間に品種および作期の変化により関東以西で出穂盛期が 1～2週間早期化したが，そ
れにより出穂前の気温は低下し，出穂後の気温と日射量は増加する傾向がみられた．これらによる水稲生産性の増加
率は地方によって異なるが，二酸化炭素の増加によるものが 2 . 5％，気候変化によるものが－6 . 0～3 . 1％，早期化
によるものが－0 . 5～6 . 8％であると見積もられた．このうち気候変化については，関西以西において日射量の増加
によるプラスの影響が，気温の上昇により打ち消されていたことがわかった．分散分析と重回帰式を用いた分析によ
り，出穂盛期後 10から 30日までの平均最低気温が 1℃上昇することにともない一等米比率は平均で 3 . 57％低下し，
同期間の日射量が 1 Mj増加することにより 2 . 59％増加することが示された．高温化傾向の対策としては作期の移動
だけでは不十分であり，高温耐性品種の育成や施肥法の改善など総合的な対策が収量や品質維持のために必要である
と考えられた．
キーワード：一等米比率，気候変化，気象生産力指数，高温化傾向，水稲生産性，早期化，都市化，二酸化炭素濃度．

近年わが国では夏期の気温が高温化傾向にあり，主食で
ある水稲の収量や品質に及ぼす悪影響が懸念されている．
実際，この高温にともなって乳白米の割合が増え，一等米
比率が低下したと全国各地から報告されており（井上 

2003，寺島 2003，月森 2003），気温が上昇すると収量が大
きく低下することも実験的に示されている（金ら 1996）．
こうした夏期の高温化は温暖化ガスの増加との関連が一部
に指摘されているが（Houghtonら 1990），その場合この傾
向は今後さらに続くことが予想される．したがって，これ
までに生じた稲作気象環境の変化とそれによる生産性への
影響を定量化し，今後の改善方向を示すことが非常に重要
であると考えられる．本研究では 1964年から 2003年まで
に気象的な変化がわが国の水稲収量に与えた影響を解析す
ることを目的とした．
解析においては以下の点を考慮する必要があると考えら
れる．
第 1に，大気の二酸化炭素（CO2）ガス濃度の年平均値
はハワイのマウナロアで 1964年の 314 ppmから 2003年の
375 ppmと 40年間で 61 ppm増加した（WDCGG 2004）．特
にここ数年は一年で 2 ppmずつ増加している． CO2ガスの
増加自体は植物体の光合成量を増加させ，生産にとっては
プラスの効果がある（Kimball 1983）．しかしこれに気候変
化が加わると関係が複雑になり定量化が難しい．

1964年から 2003年にかけて日本の年平均気温は約 1℃
上昇した（気象庁 2003）．しかしながら，気温の増加は一

様に起こるわけではなく，都市部で大きいこと（都市化に
よる気温上昇），冬期および夜間で大きいことが知られて
いる（Kato 1996）．水稲は農村部で主に生産され，またそ
の生産性には平均気温よりも最高・最低気温や日較差など
の影響が大きい（山本 1954）．したがって水稲生産性への
影響を解析するためには，気温の長期的な変化から都市化
による影響を取り除き，水稲栽培期間の最高・最低気温を
解析に用いる必要がある．
さらに，1964年から 2003年の間でわが国の農業は，機
械化が進んだ．また施肥法などの栽培技術の改善により，
1964年の 396 kg / 10 aから 469 kg / 10 aへ水稲収量が増加
した．稲作の栽培気象的な面から言うと，水田裏作の縮小
および保温育苗と稚苗の機械移植により，作期が早期化し
たことが挙げられる（佐本 1966）．したがって稲作栽培環
境の変化を解析する際には作期の変化を考慮する必要があ
り，またそうした変化が水稲の生産性に与えた影響を解析
するためには技術の効果を考慮した上で気象要因によって
決まる生産力を評価する必要がある．
わが国では ,水の供給が水稲収量の制限要因になること
は少なく，水稲生産性は主に受光日射量によって決まる（村
田 1964）．気温が低くなると生育の抑制や遅延などが生じ，
冷害の危険性が高まる（和田ら 1972）．温度が高くなりす
ぎても呼吸量などが増大し（松島・角田 1956），高温不稔
の確率も増加する．村田（1964）は平均気温の二次関数と
日射量の積により水稲の気象生産力指数を定義し，8，9
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月の平均気温と日射量を用いて水稲収量の都道府県間差を
説明できることを示した．
以上をふまえ ,本研究では気象データから Kato（1996）
の方法に準じて都市化による昇温を除去し，作物統計（農
林水産省 1964－2003）から作期の移動を考慮しながら，農
村部の稲作気象環境における気温変化を計算した．気温と
日射によって決まる水稲の気象生産力指数については，村
田（1964）が結論として用いた 8，9月の平均気温と日射
量ではなく，水稲の出穂期前後の気象について再検討を行
い，その適用を試みた．CO2の増加による効果も文献から
推定し，これらの各要素と県別の平均収量および外観品質
（一等米比率）との関係を統計的に検討した .

材料と方法

1.　使用データ

気温データから都市化による昇温を取り除く際の計算に
用いた気温月別値は，中央気象台月報（中央気象台 1904－
1956）および気象庁月報（気象庁 1956－2003）によるもの
を用いた．その他 1964年からの気温変化の計算などには
地上気象観測時日別データ（気象庁 1964－2003）を用いた．
いずれも都道府県の中から都道府県庁所在地かそれに準ず
る代表地点を 1地点選び，そこでの気象値を都道府県の値
とした．日射量データがない場合は，日照時間から近藤ら
（1991）の方法に従って推定した．代表地点の人口は国勢
調査（総務省 2000）によった．
水稲の収量および一等米比率と，移植・出穂盛期のデー
タは作物統計（農林水産省 1964－2003）を用いた．
本研究では解析は都道府県単位で行ったが，全国を北海
道・東北，関東，中部，近畿，中国・四国，九州の 6地方
に区分し，解析値を地方別の平均値として示した．なお，
山梨県と三重県は中部地方に入れた．

2.　気温データからの都市化による昇温の除去

気象台は主に都市部にあり，観測される気温の長期的な
変化には気候変化によるものだけでなく都市化によるもの
も含まれている（Houghtonら 1990，Kellogg 1991）．わが
国の主要な水稲生産地は農村部に存在するため，稲作気象
環境の変化を定量化する際に気象台の気温データをそのま
ま利用すると，気温の変化量を過大評価する可能性がある．
そこで Kato（1996）の方法を参考に，気象台で観測される
気温の長期的な変化から都市化による影響を取り除いた．
ある地点（a）のある月（b）におけるある項目（c：平均，
最高または最低気温）の気温（Tabc）の上昇率（RMabc）は，
年（y）に対する回帰により求めた．

Tabc = RMabc×y+βabc （1）
ただしβabcは回帰係数．Tabcとして1920年からの月別値（平
均，最高および最低気温の月平均値）を用いた．

RMabcは気候変化による上昇率（RCbc）と都市化による
上昇率（RUabc）の和で表される．RCbcには地点間差があ

るといわれているが，ここでは地点に依存しないものと仮
定した．

RMabc = RCbc+RUabc （2）
b月の気温項目 cについての RMabcが人口（Pa）の常用
対数値に対して回帰できるとすると

RMabc = Kbc× log10 Pa+Lbc （3）
ただし Kbc，Lbcは回帰係数．
Kato（1996）は人口 5万人以下の都市において都市化に
よる昇温がほとんど無いと仮定できると報告している．つ
まり第 3式 に Pa =50000を代入して求めた RMabcは RCbc

と等しく，b月における気温項目 cの気候変化による上昇
率を示す．つまり

RCbc = Kbc× log10 50000+Lbc （4）
従って第 2式より都市化による気温上昇率は
RUabc = RMabc－（Kbc× log10 50000+Lbc） （5）
気温日別値から次式により都市化の影響を除去した項目
別気温（TCabc）を算出し，以下の解析に用いた．

TCabc = Tabc－RUabc×（y－1920） （6）

3.　稲作気象環境の変化の定量化

水稲の生産性および品質には，出穂前後の温度と日射環
境が大きく影響している（村田 1964，寺島ら 2001）．その
期間の気象は長期的な気候の変化による影響だけでなく，
作期の早期化による出穂期の変化の影響も受ける．ここで
は出穂盛期前 30日間および出穂盛期後 30日間の気象にお
ける 1994－2003年の平均値（W1）と 1964年－1973年の
平均値（W2）の差により，この期間のある地点（a）にお
ける気象の変化（Ca）を評価した．また，次式により稲作
気象環境の変化を気候の変化によるもの（Cl）と早期化に
よるもの（Er）とに分けて解析を行った．

Ca = W1－W2 = Cl+Er =（W1－W1’）+（W1’－W2） （7）
ただしW1’はW2と同一暦日における（水稲の出穂盛期
が 1964－1973年から変わらないと仮定した場合の）1994

－2003年の気象平均値である．

4.　気象と都道府県別水稲収量の関係の定量化

気象と都道府県別水稲収量の関係を定量化する際には，
村田（1964）による気象生産力指数を応用した．村田（1964）
は 1957－1961年の都道府県別収量（Y）を 8，9月の平均
日射量（Sn）で除した値は 8，9月の平均気温（T）で 2次
回帰できるとし，この関係を温度生産力指数（f（T））と定
義した．

Y / Sn = f（T）= d1（T－d2）2+d3 （8）
d1，d2，d3は回帰係数．さらに村田（1964）はこの f（T）
に Snを乗じることで気象生産力指数（Yw）を定義した．

Yw = Sn × f（T） （9）
この Ywはある時代（村田の場合は 1957－1961年）の平
均的技術条件下・CO2条件下で気温・日射から決まるもの
である．つまり，平均的技術条件や CO2濃度が異なれば気
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象条件が同じでも Ywは変化する．
本研究では気象生産力指数について，出穂盛期前後の気
象値での適用を試みた．つまり 8，9月の平均気温と日射
量ではなく，出穂盛期+e日から 30日間の気温（Tc,e_e+30：
平均気温，平均最高気温あるいは平均最低気温）と平均日
射量（Sne_e+30）をもちいて解析を行った．

Yw = Sne_e+30（d1’（Tc,e_e+30－d2’）2+d3’） （10）

5.　大気中 CO2 濃度と水稲相対収量の関係

大気中 CO2濃度変化が水稲の収量に与える影響について
は様々な報告が行われている（中川・堀江 2001，Kimら 

2003）．ここでは長期的な CO2濃度変化に対する反応を群
落状態で調べた 7つの実験（Allenら 1995，金ら 1996，
Ziskaら 1997，上田ら 2000，Huangら 2002，Kimら 2003，
Baker 2004）を選択し，大気中 CO2濃度に対する水稲収量
の反応性（ECO2

）を解析した．その際，大気中 CO2濃度が
353 ppmの時の水稲収量を 1とし，実験結果を相対収量で
表した．

6.　気象と一等米比率の関係の定量化法

都道府県別にみた一等米比率（Q）と，ある時期の気温
（Tc,e_e+20）および日射量（Sne_e+20）の関係について検討し
た（e:出穂盛期後日数）．Tc,e_e+20と Sne_e+20を階級値に区切
り，その値を用いて Qに関して分散分析を行った．Tc,e_e+20

と Sne_e+20の Qに対する効果の有意水準が一番高かったも
のを説明変数，Qを目的変数として重回帰式を求め，それ
により一等米比率期待値（Qex）として定量化した．

結　　　果

1.　わが国でこの 40年間に見られた稲作気象環境の変

化

（1）気温データからの都市化による昇温の除去

9月の最低気温を例にして，1904年から 2002年におけ
る気温上昇率（RMa 9月最低気温）と 2000年における人口（Pa）
の関係を第 1図に示した．ばらつきがあるものの Paが多
くなるにつれ RMa 9月最低気温が大きくなり，都市化の影響と
考えられる．Paの対数値に対して RMa 9月最低気温の回帰直線
を求め，Pa = 50000における RMa9 月最低気温を気候変化による
気温上昇率（RC9月最低気温）とし，残差を都市化による気温
上昇率（RUa 9月最低気温）とした．例えば第 1図に示した愛知
の 9月の最低気温の上昇率 0 . 029℃ / 年の場合，都市化
による上昇率 0 . 015℃ / 年と気候変化による上昇率
0 . 014℃ / 年に分けられる．以上のようにして回帰直線を
月および平均，最高および最低気温別に求め，各都道府県
の都市化による気温の上昇率を求め，気温日別値から都市
化の影響を除去した．
（2）水稲生育盛期である 6～8月の稲作気象環境の変化

都市化の影響を取り除いたデータを用いて，この約 40

年間のわが国における 6～8月の気温平年偏差と日平均日
射量の推移を第 2図に示した．1966年から 2001年で最高
気温は約 0 . 8℃，最低気温は約 1 . 1℃増加しており，特に
1980年以降に顕著な増加が見られた．日平均日射量は約
0 . 5 Mj / m2 / day増加しており，1970年代前半と 1990年代
前半に低下する時期が見られた．1991年から 2001年まで
では日射量は約 1 . 3 Mj / m2 / day増加していた．ハワイの
マウナロアにおける 6～8月の大気中 CO2濃度はこの 40年
間で 1964─1973年の 322 ppmから 1994─2003年の 367 ppm

へ 45 ppm増加していた．
（3）水稲作期の変化と稲作気象環境への影響

この 40年間の水稲播種盛期，移植盛期，出穂盛期，成

第 1図　1904－2002年における 9月の最低気温の上昇率（RMa9月最

低気温）と人口（Pa）との関係．人口が 5万人以下の地点では
都市化による昇温はほとんどないと考えられることから
（Kato 1996）,人口 5万人における気温上昇率を気候変化によ
る昇温率（RC9月最低気温）とし ,ある地点（a）における都市化
による昇温率（RUa9月最低気温）を RMa9月最低気温－RC9月最低気温に
よって求めた．図中には愛知の場合を例示した．

第 2図　わが国のこの 40年（1964－2003）で見られた 6－8月の最
高気温平年偏差，最低気温平年偏差と平均日射量の推移．た
だし 5年移動平均とし，気温データは都市化の影響を除去し
て算出した．気温平年値は 1974－2003年の各都道府県の平
均値とした．
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熟盛期の変化を第 1表に示した．この 40年間でどの地方
においても播種盛期はほとんど変化していなかったが，移
植盛期は約 2週間早くなっていた．関東以西で出穂盛期，
成熟盛期は約 1～2週間早期化していた．北海道・東北地
方は移植が早期化したにもかかわらず，出穂盛期，成熟盛
期はほとんど変化していなかった．播種盛期から出穂盛期
の日数は 1964～73年で 107（九州）～119日（近畿），1994

～2003年で 100（九州）～110日（中部）となり，この 40

年で 2～15日間減少していた．
出穂盛期を中心とする気象環境はこの 40年間で大きく
変化していた（第 2表）．平均最低気温と平均日射量はと
もに増加しており，増加幅は出穂盛期前 30日間より後 30

日間の方が大きかった．特に近畿以西における出穂盛期後
30日間の変化が顕著であり，平均最低気温は 2 . 4～2 . 7℃，
平均日射量は 2 . 4～3 . 3 Mj / m2 / day上昇した．この変化
は気候変化に出穂盛期の早期化による影響が加わったもの

である．気候変化による影響だけをみると，前文で述べた
のと同様に出穂盛期前後の気温，日射量は増加する傾向が
あり，特に近畿以西では日射量が大きく上昇していた．一
方，出穂盛期の早期化により，出穂盛期前 30日間の平均
最低気温は九州を除けば低下し，出穂盛期後 30日間につ
いては各地方とも平均最低気温が上昇し、日射量も増加し
ていた．

2.　稲作気象環境の変化が水稲生産に及ぼした影響

（1）大気中 CO2 濃度の増加の影響

大気中 CO2濃度と水稲相対収量（ECO2
）の関係を明らか

にするため，7つの論文（Allenら 1995，金ら 1996，Ziska

ら 1997， 上 田 ら 2000，Huang ら 2002，Kim ら 2003，
Baker 2004）を用いて検討した．それらの関係にはインディ
カとジャポニカで差異があることが分かった（第 3図）．
両タイプともそれぞれ双曲線で回帰でき，インディカで R2 

第 1表　1964－1973年と 1994－2003年の地方別にみた播種，移植，出穂および成熟盛期と播種盛期から出穂盛期までの日数．

播種盛期 移植盛期 出穂盛期 成熟盛期
播種から出穂
までの日数

1964－
1973年

1994－
2003年

1964－
1973年

1994－
2003年

1964－
1973年

1994－
2003年

1964－
1973年

1994－
2003年

1964－
1973年

1994－
2003年

北海道・東北 4 /14 4 /13 5 /22 5 /13 8 /5　 8 /2　 　9 /26 　9 /27 114 112

関東 4 /22 4 /25 6 /3　 5 /20 8 /15 8 /7　 10 /4　 　9 /23 115 104

中部 4 /18 4 /16 5 /27 5 /11 8 /11 8 /4　 　9 /26 　9 /18 115 110

近畿 4 /27 4 /28 6 /8　 5 /24 8 /23 8 /9　 10 /14 　9 /23 119 104

中国･四国 5 /2　 4 /30 6 /10 5 /25 8 /23 8 /11 10 /11 　9 /22 113 103

九州 5 /16 5 /12 6 /20 6 /8　 8 /31 8 /20 10 /19 10 /6　 107 100

第 2表　この 40年間で見られた最低気温・日射量の地方別平均値の変化．1964－1973年の平均値と 1994－2003年の平均値を出穂前 30日間
と出穂後 30日間とで比較した．

最低気温（℃） 日射量（Mj/m2 /day）

1964－
1973年

1994－
2003年

増減
内訳 1964－

1973年
1994－

2003年
増減

内訳
早期化 気候変化 早期化 気候変化

出穂前 30日間
北海道・東北 19 . 0 19 . 4 0 . 4 －0 . 4 0 . 8 16 . 4 16 . 6 0 . 2 －0 . 1 0 . 4 

関東 22 . 0 22 . 3 0 . 4 －0 . 1 0 . 4 16 . 9 17 . 6 0 . 7 0 . 4 0 . 3 

中部 21 . 4 22 . 0 0 . 6 －0 . 1 0 . 7 18 . 5 18 . 6 0 . 1 －0 . 1 0 . 1 

近畿 23 . 1 23 . 5 0 . 3 －0 . 3 0 . 6 16 . 7 18 . 5 1 . 8 0 . 2 1 . 6 

中国･四国 23 . 3 23 . 5 0 . 2 －0 . 4 0 . 7 18 . 6 19 . 6 1 . 0 －0 . 1 1 . 1 

九州 23 . 0 24 . 0 1 . 0 0 . 3 0 . 7 17 . 4 19 . 2 1 . 8 0 . 8 0 . 9 

出穂後 30日間
北海道・東北 19 . 0 20 . 0 1 . 0 0 . 3 0 . 6 15 . 3 15 . 7 0 . 4 0 . 3 0 . 1 

関東 20 . 2 22 . 0 1 . 8 0 . 9 0 . 9 14 . 8 16 . 0 1 . 3 1 . 1 0 . 2 

中部 20 . 3 21 . 9 1 . 6 0 . 8 0 . 7 16 . 6 17 . 9 1 . 3 1 . 0 0 . 3 

近畿 20 . 3 22 . 7 2 . 4 1 . 6 0 . 8 13 . 4 16 . 7 3 . 3 1 . 5 1 . 8 

中国･四国 20 . 6 23 . 1 2 . 4 1 . 4 1 . 0 15 . 2 18 . 1 2 . 9 1 . 6 1 . 3 

九州 19 . 0 21 . 7 2 . 7 1 . 8 0 . 9 14 . 2 16 . 6 2 . 4 1 . 0 1 . 3 



河津ら――日本における稲作気象の変化と水稲生産への影響 427

=0 . 85 ，ジャポニカで R2=0 . 77だった．ジャポニカつい
ての回帰式を用い ECO2を明らかにしたところ，この 40年
間の大気中 CO2濃度の増加によって，わが国の水稲収量は
2 . 5％増加していると推定された．
（2）水稲生産性への影響

1964－1973年および 1994－2003年の都道府県別の収量
（Y）を出穂盛期+e日から 30日間の平均日射量（Sne_e+30）
で除した値は，同期間の（平均，最高あるいは最低）気温
の平均値により 2次式で近似できた．例として e =－40で
平均最低気温の場合を第 4図に示した．両者の関係は気温
の項目と eの違いによって大きく異なった．1964－1973年
と 1994－2003年ともに，最低気温，平均気温，最高気温
の順に決定係数（R2）が小さくなる傾向が見られ，eにつ
いては－40で最大となった（第 5図）．以上の結果から，
1964－1973年の気象生産力指数（Yw）は決定係数が最大で
あった e =－40の平均日射量（Sn－ 40_－ 10）と平均最低気
温（Tmin,－ 40_－ 10）を用いて以下の式で表した．

Yw = Sn－ 40_－ 10 {－0 . 19（Tmin,－40_－10－17 . 7）2+27 . 8}（R2 

= 0 . 54） （11）
同様に 1994－2003年の気象生産力指数（Yw）は以下の
式で表した．

Yw = Sn－ 40_－ 10 {－0 . 26（Tmin,－ 40_－ 10－18 . 0）2+33 . 5}（R2 

= 0 . 68） （12）
この 40年間で Yw / Sn－ 40_－ 10を最大にする Tmin,－ 40_－ 10

にはあまり変化が無かったが，最大値はこの 40年間で約
20％増加していた（第 4図）．
水稲生産性を変化させる要因として，稲作気象環境の変
化（気候変化による影響と水稲作期の早期化による影響），
大気中 CO2濃度の変化，水稲栽培技術の変化が考えられる．

前節の解析により大気中 CO2濃度の上昇は Ywを 2 . 5％増
加したと推定されるため，ここでは第 11，12式を用いて
この 40年間の気温と日射量の変化が Ywに及ぼした影響に
ついて地方別に検討した（第 3表）．Ywは 1964－1973年で
475（中部）から 373 kg / 10 a（近畿），1994－2003年で
544（北海道・東北）から 486 kg / 10 a（九州）の範囲にあり，
中部以東で高い傾向が見られた．この 40年間で Ywは
14 . 0（中部）から 32 . 4％（近畿）増加しており，地方によっ
てその増加率は大きく異なっていた．このうち気象条件の
変化からは説明できない CO2濃度の上昇とその他の要因に
よるものが約 20％を占め，第 11式と第 12式の最大値の
差に対応していた．Ywのその他の要因による増加は，主
に水稲栽培技術の向上によるものと考えられ，近畿地方で

第3図　大気中二酸化炭素濃度が及ぼす水稲相対収量への影響．ジャ
ポニカによるものを黒塗り，インディカによるものを白抜き
で表した．データは金ら（1996，■）Kimら（2003，●），
Huangら（2002，◆），Baker（2004，◇），Allenら（1995，□），
Ziskaら（1997，○）および上田ら（2000，）のものを使用した．
各試験の自然大気 CO2処理の水稲相対収量を 1とした．

第 4図　出穂前 40－10日の平均最低気温と都道府県別水稲収量を
同時期の平均日射量で除した値との関係．都道府県別収量と
して 1964－1973年と 1994－2003年の平均値を使用した．

第 5図　生育時期別に求めた温度生産力指数（第 8式）の決定係数．
1994－2003年の府県別水稲収量 / 日射量を気温で二次回帰
し比較した．二次回帰は出穂前後日数を変え，平均気温・平
均最高気温・平均最低気温別に行った．
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20％の増加，九州地方で 17％の増加と地方により多少の違
いが見られたがその差は小さかった．一方，出穂前 40か
ら 10日の気象条件の変化による影響は－6 . 0（中部）から
9 . 9％（近畿）まで地方による大きな違いが見られた．こ
の稲作気象環境の変化を，出穂盛期の早期化による影響と
気候変化による影響に分けてみた．水稲出穂盛期の早期化
によって Ywは－0 . 5（北海道・東北）から 6 . 8 ％（近畿）
まで変化していた．特に近畿，中国・四国地方で大きく上
昇しており，この上昇は最低気温の低下によるものであっ
た．気候変化によって Ywは－6 . 0（中部）から 3 . 1％（近
畿）まで変化しており，地方によって大きく異なる傾向が
あった．中部地方の Yw低下は最低気温の上昇だけでなく
日射量の減少も原因であった．近畿地方の増加は日射量の
増加が原因であった．
（3）水稲外観品質への影響

この 40年間で見られたわが国の一等米比率の推移（5年
移動平均）を第 6図に示した．長期的に見るとわが国の一
等米比率は増加傾向にあったが，1985年からの 5年間と
1994年以降に大きく低下していた．以下では 1994年以降

の一等米比率低下に着目して解析を行った．1992－2003年
の都道府県別値を用いて，一等米比率 Qに関して分散分析
を行った結果，Tmin,10_30と Sn10_30および Tave,10_30と Sn10_30の
有意な効果が検出された．最低気温は平均気温に比べてこ
の 40年間の変化が大きい点（第 2図）や，一等米比率に
及ぼす影響が大きいと報告されている点（農林水産省 

2001）を考慮して，以下では Tmin,10_30と Sn10_30の Qへの関
係に着目した（第 7図）．

Tmin,10_30が上昇するに従って，また Sn10_30が低下するに
従ってQは低下した．そこで，Tmin,10_30と Sn10_30を説明変数，
Qを目的変数として重回帰分析を行ったところ，R2値は大
きくないものの 1％水準で有意な回帰式（第 13式）を得た．

Qex =－3 . 57 Tmin,10_30+2 . 59 Sn10_30+102.22 （13）
この式では Tmin,10_30が 1℃上がると一等米比率期待値

（Qex）は 3 . 57％低下し，Sn10_30が 1Mj / m2 / day増加すると
2 . 59％増加することを示している．Tmin,10_30と Sn10_30の標
準偏回帰係数はそれぞれ－0 . 34，0 . 33となり，両者が及
ぼす一等米比率への影響はほぼ等しかった．

1992年以降で Qの全国平均値が特に低かった 1999，

第 6図　この 40年間で見られた一等米比率全国平均値の推移．
1963－2003年の 5年移動平均値を示した．

第 3表　1964－1973年，1994－2003年の地方別に見た気象生産力指数とその増加率の内訳．増加率内訳として早期化に伴う気温・日射
量の変化の影響，気候変化に伴う気温・日射量の変化の影響，二酸化炭素濃度変化による影響に分け，残りをその他とした．

気象生産力指数 増加率内訳
（kg /10a） （％）

1964－
1973年

1994－
2003年

増加率
（％）

早期化 気候変化 二酸化
炭素

その他
気温 日射量 気温 日射量

北海道･東北 457 544 19 . 2 　0 . 2 －0 . 7 0 . 0 －0 . 7 2 . 5 17 . 8 

関東 458 543 18 . 6 　3 . 0 －2 . 6 －3 . 3 0 . 6 2 . 5 18 . 3 

中部 475 542 14 . 0 　2 . 0 －2 . 0 －3 . 0 －3 . 0 2 . 5 17 . 6 

近畿 373 494 32 . 4 11 . 1 －4 . 3 －5 . 9 9 . 0 2 . 5 20 . 0 

中国・四国 408 522 28 . 0 10 . 2 －4 . 7 －5 . 7 6 . 6 2 . 5 19 . 1 

九州 396 486 22 . 8 　3 . 1 1 . 0 －6 . 2 4 . 6 2 . 5 17 . 1 

第 7図　出穂後 10－30日の最低気温・日射量が一等米比率に及ぼ
す影響．最低気温を 4つ，日射量を 3つの階級値にそれぞれ
区切り，平均値を求めた．
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2002年の地方別に見た一等米比率と一等米比率期待値を第
4表に示した．両年とも Qは北海道・東北，中部地方で高
い傾向が見られた．1999年の九州地方・2002年の関東地
方で Qは非常に低かった．第 13式を用いて求めた Qexは
Qと同様な傾向を示した．しかし，1999年の九州地方およ
び 2002年の関東，九州地方で出穂後 10から 30日の平均
最低気温と日射量から説明できない一等米比率の低下が見
られた．これは台風や病害虫の影響による（農林水産省 

2001）と考えられた．
（4）作期の移動による外観品質低下の抑制効果の検討

近年一等米比率の低下を抑制するため，作期を遅らせる
ことが一部の地域で推奨されている．その効果について収
量および一等米比率の両面から検討を行った．1994から
2002年の平均的気象条件の下で，出穂盛期を同期間の平均
的出穂期の場合と，それよりも 2週間遅らせた場合の Yw

および Qexを第 5表に示した．作期の移動によって Qexは
全国的に増加する傾向があったが，その増加は九州地方を
除くと 1 . 0から 2 . 9％の範囲にあり小さかった．Ywは作
期の移動によって減少し，特に関東（－46 . 3 kg / 10 a），
近畿（－28 . 0 kg / 10 a），中国・四国（－31 . 6 kg / 10 a），
九州（－23 . 5 kg / 10 a）地方の低下が大きかった．

考　　　察

（1）出穂期の早期化傾向と気候変化

稲作気象環境は出穂期の早期化と気候変化に影響を受け
ていると考えられる．出穂盛期はこの 40年間で関東以西
において非常に早まっており，これは早期栽培の普及が主
因であると考えられる．早期栽培は従来に比べて早植えす
ることで，栄養生長期の低温・多照につながり，多収とな
る（佐本 1966）．この早期栽培を支えた技術として保温折
衷苗代の普及による健苗の早期育成が上げられている（米
田 1963）．本研究においても移植盛期の早期化に伴って出
穂盛期が早期化する傾向が見られた（第 1表）．しかし，
同時に播種盛期から出穂盛期までの日数（栄養生長期間）
も短縮しており，これによっても出穂は早期化していた．
この栄養生長期の短縮は，高温による発育の促進や西日本
にとって早生品種であるコシヒカリの普及が考えられる
（大石 2003）．こうした出穂期の早期化が稲作気象環境に及
ぼした影響は出穂前後で異なる傾向がみられた．つまり早
期化により出穂前の気温と日射は低下し，出穂後のそれは
増加していた．これは 1年のうちで最も気温の高い時期が
出穂前 30日間に含まれていたのが，出穂の早期化によっ
て出穂後 30日間に含まれるようになったためであると考
えられる．
一方，気候変化による温度の変化量は地方や出穂盛期の

第 4表　1999，2002年の地方別に見た一等米比率と一等米比率期待値．一等米比率期待値は出穂後 10～30

日の最低気温・日射量を第 13式に代入して求めた．

1999年 2002年

実際の一等
米比率（％）

一等米比率
期待値（％）

実際の一等
米比率（％）

一等米比率
期待値（％）

北海道･東北 70 . 5 63 . 9 82 . 6 74 . 4 

関東 60 . 6 59 . 9 42 . 1 67 . 9 

中部 73 . 2 65 . 5 73 . 0 72 . 5 

近畿 59 . 0 61 . 0 61 . 4 64 . 9 

中国・四国 55 . 4 58 . 8 57 . 4 67 . 0 

九州 29 . 5 52 . 8 59 . 4 72 . 2 

第 5表　1994－2003年の平均出穂盛期の場合とそれよりも 2週間出穂盛期を遅らせたと仮定した場合の地方別に見た気象
生産力指数，一等米比率期待値の比較および増減．

気象生産力指数 （kg /10a） 一等米比率期待値 （％）
平均出穂盛期 +2週間 増減 平均出穂盛期 +2週間 増減

北海道･東北 544 550 5 . 7 72 . 2 73 . 5 1 . 3 

関東 543 497 －46 . 3 64 . 7 66 . 5 1 . 8 

中部 542 541 －0 . 3 70 . 4 71 . 4 1 . 0 

近畿 494 466 － 28 . 0 64 . 6 67 . 0 2 . 5 

中国・四国 522 491 －31 . 6 66 . 6 69 . 4 2 . 9 

九州 486 463 －23 . 5 69 . 0 76 . 1 7 . 1 
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前後によって多少異なったが，最低気温は平均で 0 . 7℃上
昇した（0 . 024℃ / 年；第 2表）．第 2図の最低気温にお
いて回帰直線をとると，その傾きは 0 . 031℃ / 年が得ら
れる．野田ら（2003）によるとこの 100年間でみられたわ
が国の 6～8月の平均気温の上昇率は地方によって異なる
が 0 . 005～0 . 011℃ / 年であり，本研究値よりかなり小さ
い．この上昇率の差は近年における気温上昇が著しいため
であると考えられる（気象庁 2002）．
（2）気象生産力指数

村田（1964）は気象生産力指数について，8～9月の平均
気温 ,日射量だけでなく，出穂前 10日～後 30日の 40日
間の平均気温 ,日射量についても解析を行っている．しか
し，出穂前 10日～後 30日の気象条件では気象生産力指数
と収量との相関が低いため，8～9月の気象条件によって
生産力指数を定義している．本研究では期間を 30日間と
し出穂前後日数を変化させ，平均気温だけでなく最高気温，
最低気温についても検討した（第 5図）．その結果，生産
力指数の決定係数は出穂前 40～10日と出穂後 10～40日付
近で極大を示し，出穂前後にまたがる期間では決定係数が
低下した．出穂後の期間は Hanyuら（1966）がその平均気
温から登熟量示数を定義し，さらに出穂前の平均気温を組
み合わせて気候生産力示数を提示したように（杉原・羽生 

1980）水稲の生産力を決定する上で重要な時期と考えられ
る．しかしながら決定係数はむしろ出穂前で高かったため，
本研究では出穂前 40～10日の平均最低気温と日射量を用
いて気象生産力指数を定義し，それにより収量の都道府県
間差を説明した．
一般に平均最高気温は日中の気温を，平均最低気温は夜
間の気温を指標化していると考えられる．夏期においては
日中の気温が低すぎて問題になることはほとんどありえな
い．日中の気温が高い場合には，光合成量の低下（堀江 

1979）や不稔籾の増加（Matsuiら 1997）が報告されてい
るものの，そうした現象が起こるのは開花時の気温が 35℃
を超えた場合などで現在の気象でも頻繁に起こるものでは
ない．したがって，日中の気温は概ね適温域にあると考え
られ，収量に与えた影響が小さかったと考えられる．一方
最低気温に代表される夜間の気温は，呼吸量に大きな影響
を与えるほか，同化産物の再転流や再合成に関わると考え
られている（松島 1957）．最低気温が低すぎる場合は冷害
が生じるが，一般にある作物の最適栽培環境は栽培可能地
域内の高緯度側にあることが多い（Loomis and Gerakis 

1975，Evans 1993）．第 4図の結果はそうした傾向を示して
いると考えられる．Pengら（2004）はフィリピンにおい
て同様の解析を行い，水稲収量は最低気温に大きな影響を
受けると報告している．
本研究においては出穂前 40～10日の気象条件で都道府
県別収量をよく説明できた．出穂前 40～10日は穎花数が
最終的に決まり，籾のサイズが決定する時期である．退化
穎花数と籾のサイズはこの時期の籾への同化産物供給量に

依存すると報告されており（松島 1957，和田 1969，
Matsushima 1976，小林・堀江 1994），この同化産物量は一
般に同時期の気象条件に大きな影響を受けると考えられ
る．つまり，出穂前 40～10日の気象は水稲の収量形成に
とって非常に重要であると考えられ，本研究の結果はそれ
を反映していると考えられる．

1964～73年と 1994～2003年で見た出穂前 40～10日の収
量 / 日射量と最低気温の関係は第 4図のようになった．
この 40年間で Yw / Snの最大値は約 20％増加しており，こ
れは水稲栽培技術の向上と大気中 CO2濃度の上昇が原因と
考えられた（第 3 表）．一方 Yw / Sn を最大にする
Tmin,－40_－10は約 18℃でこの 40年間でほとんど変化が見ら
れなかった．わが国の稲作では北海道・東北の冷害を除い
て温度が問題となることはほとんど無く（Matsuiら 1997），
品種の育種においてあまり考慮されてこなかったためであ
ると考えられる．Pengら（2004）は，フィリピンにおい
て水稲収量を最大にする成育期の平均最低気温は 20℃で
あると報告しており，本研究の結果と約 2℃の差異があっ
た．これは平均最低気温算出時期の違いだけでなくイン
ディカとジャポニカの特性の違いも含まれていると考えら
れた．
（3）一等米比率期待値

農産物検査規格では，容積重，整粒，形質の最低限度，
水分や被害粒，未熟粒，死米，着色粒，異種穀粒，異物な
どの最高限度が定められており，これらを基準に 1～3等
米，等外，規格外に分類している．近年の一等米比率の低
下の主因は籾へのデンプン充実不良に伴う乳白米を主とし
た白未熟粒の増加であり，この乳白米比率は出穂後の気象
条件に大きく影響を受けると報告されている（農林水産省
2001， 井上 2003， 寺島 2003， 月森 2003）．たとえば月森
（2003）は，乳白米の発生は登熟期間の気温と関係があり，
特に出穂後 20日間の平均最低気温が上昇すると乳白米比
率は増加すると報告している．この出穂後の高温に伴う乳
白米比率の増加の原因は，高温による胚乳のデンプン合成
酵素活性の低下に加え（松村 2001），呼吸の増大による光
合成産物の供給不足であると思われる（小葉田ら 2004）．
また，出穂期以降の日射量も乳白米比率に大きな影響を与
えると言われている（長戸 1952，寺島ら 2001）．本研究に
おいて 1992～2003年の都道府県別一等米比率を分散分析
したところ，出穂後 10～30日の最低気温および日射量の
有意な効果が検出され（第 7図），品質に関するこの時期
の気象条件の重要性が改めて示された．出穂後 10～30日
の平均最低気温・日射量を説明変数，一等米比率を目的変
数として重回帰分析を行い，Qexを定義したところ変動が
大きいものの有意な第 13式が得られた（R2=0 . 11）．この
大きな変動の原因には，2等米以下の主要な格付け理由が
多岐にわたる点（長田ら 1997），乳白米の発生には品種間
差異がある点（高松ら 1982）なども考えられる．
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（4）今後予測される気候変動にむけて

高温による一等米比率低下を防ぐためには，苗を遅植え
して作期を移動させることが一部の地域で推奨されてい
る．作期を現在より 2週間遅らせた場合，一等米比率期待
値は若干増加する傾向があったが同時に気象生産力指数が
大きく減少した（第 5表）．作期の移動による品質改善の
効果はあまり大きくないだけでなく，収量水準を維持する
のが難しいと思われる．大気大循環モデル（GISS，GFDL，
UKMO）によれば，大気中 CO2濃度が現在の 2倍になった
とき，現在より日射量は 1～9％しか増加しないのに対し，
気温は 4～7℃上昇するといわれており，この上昇によっ
て収量，一等米比率はさらに大きく低下すると考えられる．
つまり，今後予想される気候変動に向けて，作期の移動だ
けでなく高温耐性品種の育成や施肥法の改善など総合的な
対策が必要不可欠であると考えられる．
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Change of Weather Condition and its Effect on Rice Production during the Past 40 Years in Japan : Syunsaku KAWATSU, Koki 
HOMMA, Takeshi HORIE and Tatsuhiko SHIRAIWA (Grad. Sch. Agriculture, Kyoto Univ., Sakyo, Kyoto 606-8502, Japan)
Abstract : In recent Japan, the increasing summer temperature and its infl uence on rice production have been recognized. The 
change in management and cultivar to adapt to this warming trend is necessary to maintain the yield and quality of rice. In this 
study we quantifi ed the changes of weather condition and their effects on the production of rice in Japan during the period 
from 1964 to 2003. The average CO2 concentration in the atmosphere from June to August increased from 322 ppm in 1964 to 
367 ppm in 2003. The average daily maximum temperature from June to August increased by about 0 . 8ºC and minimum 
temperature about 1 . 1ºC during the 40 years. The rice heading season in 1994-2003 was one to two weeks earlier than that in 
1964-1973. The shift of heading season resulted in lowering of air temperature before heading and rise in air temperature and 
increase in solar radiation after heading. The change in CO2 concentration was estimated to increase the rice productivity by 
2 . 5%, the climate change to increase it by −6 . 0 to 3 . 1%, and the shift of heading season to increase it by −0 . 5 to 6 . 8%. The 
analysis indicated that the positive effect of increased solar radiation on rice productivity was offset by the negative effect of 
temperature rise. By analysis of variance and multiple regression analysis we estimated that a 1ºC increase in average daily 
minimum temperature during 10 to 30 days after heading reduced the ratio of fi rst-class rice by 3 . 57%, and that a 1 Mj increase 
in average daily solar radiation increased the ratio by 2 . 59%. Although late transplanting is sometimes recommended to 
maintain grain quality of rice, the results of this study suggest that the late transplanting slightly improves the quality but 
defi nitely decreases the yield. 
Key words : Climate change, Climatic productivity, CO2 concentration, Early transplanting, First-class rice, Rice productivity, 
Urban effect, Warming trend.


